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１ 業務名
成果連動型委託契約（PFS）を活用した高血圧重症化予防事業

２ 業務背景
本町における国民健康保険加入者である40～74歳の住民のうち、血圧の生活習慣病リスクを抱えている人数が他地域の血圧に関する生活習慣病リスクを抱えている人数と比べ多く、高血圧の重症化を早期の予防することができなければ、今後住民のQOLの低下に繋がるほか、より多くの医療費の負担が高まる可能性がある。一方で、広島県全体と比較し、住民における生活習慣病の改善意欲のある人数の割合が低いなど、全町を通じて高血圧の重症化予防に向けた取組を実施する必要がある。
本高血圧の重症化予防分野における成果連動型委託契約（以下「PFS」という。）の導入について詳細な事業条件の設定を令和5年度に行ったところであり、令和6年度は、町内の国民健康保険加入者のみならず、健康保険組合加入者の40～74歳を対象とした高血圧の重症化予防に資する取組を行う。

３ 事業目的
町内において、高血圧重症化予防業務にPFSを導入し、民間事業者のノウハウを活用した効果的な「国民健康保険加入者40～74歳のうち特定保健指導対象者に対する実施勧奨」及び「国保健康保険もしくは健康保険組合加入者の40～74歳に向けた高血圧重症化予防プログラム」を実施することで、高血圧重症化予防による町民の健康維持、健康寿命の延伸、医療費の適正化を目的とする。

４ 業務・契約期間
契約締結の日から令和８年３月31日までとする。

５ 業務概要
町内において「国民健康保険加入者40～74歳のうち特定保健指導対象者に対する実施勧奨」及び「国保健康保険もしくは健康保険組合加入者の40～74歳に向けた高血圧重症化予防プログラム」を実施する

６ 成果連動型委託契約（PFS）の説明
PFSは、地方公共団体等が、民間事業者に委託等して事業を実施する際にその事業に、「行政課題」に対応した「成果指標」を設定し、事業終了時に成果指標の改善状況に連動した金額を民間事業者に支払う仕組みである。この成果連動型の支払いによって、民間事業者の成果の追求が促進されるとともに、より高い成果を発揮することのできる最も効果的・先進的なノウハウを持つ民間事業者の参入が期待され、住民へのサービスの質の向上が見込まれている。

７ 業務範囲
本事業はPFSの手法を活用することから、「特定保健指導の初回面談への実施勧奨」及び「重症化予防プログラム」の実施において、受託者は提案内容に基づき、対象者に対して成果の達成に資する業務内容を実施する。提案内容については、本町との協議の上決定する。
ただし、業務範囲に国民健康保険加入者に対する特定保健指導の実施は含まないものとする。

８ 介入対象者
本町における国民健康保険もしくは健康保険組合加入者の40～74歳を主な対象者層とするが、業務内容によって介入対象者が異なる点に留意する必要がある。
また、本業務は、特に高血圧リスクが中（Ⅱ度）・低（Ⅰ度）に分類されるような、生活習慣の是正や非薬物療法の強化が求められる予防領域の対象者を想定しており、高血圧リスクが高（Ⅲ度）等の医療領域での薬物療法へ繋ぐ必要がある対象者は除く。
（参考）介入対象者と業務内容
	
	国民健康保険加入者
	健康保険組合加入者

	特定保健指導の初回面談へ実施勧奨
	○
	―

	高血圧重症化予防プログラムの提供
	○
	○


なお、業務開始時には本町から国民健康保険加入者に関する詳細情報を提供する。

○提供データ
本町は、業務の委託にあたり次のデータ等を町から事業者に提供することを想　
定しているが、提供するデータの詳細は以下の内容のとおりである。下記に記載のデータ以外での提供を希望する場合、事前の質疑で確認すること。なお、データの提供までは、１か月程度の時間を想定している。
------------------------------------------------------------------
○国保データベースシステム
健診ツリー図集計対象者一覧CSVファイル（P26_001）（直近データ：令和３～５年度データ）
被保険者管理台帳CSVファイル（P26_006）
  ---------------------------------------------------------------
その他業務実施の上で必要なデータで提供が可能なものについては、協議の上、本町を通じて提供する。

９ 報告・連絡
（１）業務の実施計画書
採択決定後、本町からの必要情報（既存の勧奨内容の詳細等）を受け取った後に、業務の実施計画書を作成し、提出することとする。
提出期限：令和6年５月31日（月）
（２）業務の実績報告書の作成（単年度業務完了後）
　上記（１）業務の実施計画書に基づき単年度業務完了後に、どのような現状分析を行い、どのような介入を行ったのかについて報告書を作成し、提出することとする。
【実績報告書の内容に含める事項】
・実施した事業の内容、各事業における対象者
・特定保健指導の初回面談への勧奨者数、実施者数
・高血圧重症化予防プログラム参加者全員の歩行数
・高血圧重症化予防プログラムの参加者数、継続者数、個人が特定できる情報（名前、生年月日、住所）、離脱者の離脱理由
・参加者の介入前後1週間の自身で測定した血圧情報※注¹
・その他記載する内容については、本町及び事業者との協議によって決定する。
提出期限：令和７年３月31日（令和６年度実施分）
（３）業務の実績報告書の作成（複数年度業務完了後）
　上記（１）業務の実施計画書に基づき複数年度業務完了後に、業務を総括してどのような現状分析を行い、どのような介入を行ったのかについて報告書を作成し、提出することとする。
【実績報告書の内容に含める事項】
・契約期間中に実施した事業の内容、各事業の対象者
・特定保健指導の初回面談への勧奨者数、実施者数
・高血圧重症化予防プログラム参加者全員の歩行数
・高血圧重症化予防プログラムの参加者数、継続者数、個人が特定できる情報（名前、生年月日、住所）、離脱者の離脱理由
・参加者の介入前後1週間の自身で測定した血圧情報※
・その他記載する内容については、本町及び事業者との協議によって決定する。
提出期限：令和８年３月31日（令和７年度実施分）
（４）打合せ等の実施・参加
　定期的に本町との情報共有、報告の場を設けることとする。頻度については、企画検討、介入の時期によって異なることが想定されるため、契約後関係者間で取り決めを行う。

※注¹　自身での血圧測定にあたっては、以下の条件を踏まえた測定とする。【血圧測定条件（日本高血圧学会、「高血圧治療ガイドライン」推奨測定方法を踏襲）】
①測定する位置：
上腕部（上腕カフ血圧計による）。
心臓の高さに近い上腕部での測定値が、最も安定しています。
②測定時の条件：
朝：起床後1時間以内、排尿後、朝の服薬前、座った姿勢で1〜2分間安静にした後
晩：就床前（飲酒や入浴の後）、座った姿勢で1〜2分間安静にした後
歩いたり、飲食したりすると血圧は上昇します。血圧測定時には椅子などに腰掛け、体の力を抜いて1〜2分間安静にしてから測定します。
医師の指示によっては、夕食前などの測定もあります。また、自分で血圧が上がったかなと感じたとき、測定値と原因（推定）を記録しておくのも役立ちます。	
③測定回数：
朝晩各1回以上。
町への提出データは、測定条件を揃えたものを提出いただく。
④測定機器：
使用する血圧計は、わが国の製造会社のカフ・オシロメトリック法に
よる上腕家庭血圧測定装置であれば問題はありません。

10 成果指標
勧奨業務における成果として以下の指標を設定する。
1 プログラム完了数
A) 特定保健指導初回面談に繋げた人数
B) 高血圧重症化プログラム介入6か月期間後の継続者数
2 高血圧重症化プログラム参加者全員の歩行増加量
3 血圧リスクの低減人数　※収縮期血圧の低下度合いを成果とみなす。

11 支払方法と支払（上限）額
業務年度の支払は、固定支払分と成果連動支払分の２回に分けて行う。
なお、成果連動支払分の支払時期は、業務年度の特定健診及び保健指導の法定報告値が次年度に確定する関係上、支払が年度を跨ぐ。
固定支払分の支払いは、本町に提出する業務実績報告書の作成の提出後に町から支払を行う。
成果連動支払分の支払いは、業務・契約最終年度に本町及び第三者評価機関による最終成果値の確認後、支払を行う。その際、本町から最終成果値を民間事業者に通知する。


また、支払年度ごとの支払（上限）額は、以下のとおりである。
	
	固定支払分
	成果連動支払分

	業務実施年度
	支払時期
	支払額
	支払時期
	支払上限額

	令和６年度
	令和７年５月
	7,368,411円
	－
	0円

	令和７年度
	―
	0円
	令和８年３月
	11,560,100円



12 支払条件（成果連動支払分）
上記の成果連動支払分について、各成果指標の支払条件は以下のとおりである。最終成果値を支払条件にあてはめ、支払金額を決定する際、成果値（法定報告値）の小数点第二位を四捨五入する。支払金額を算出する際の式は、以下の通りとする。
1 プログラム完了数
A) 特定保健指導実施に繋げた人数
· 算出式：支払金額＝成果値（≦30人※）×15,413円
B) 高血圧重症化プログラム介入6か月期間後の継続者数
· 算出式：支払金額＝成果値（≦200人※）×3,468円
2 高血圧重症化プログラム参加者全員の平均歩行増加量
· 算出式：支払金額＝成果値（≦2,000歩※）×2,312円
3 血圧リスクの低減人数　※血圧リスクが1段階下がった人数を指す。
A) 収縮期血圧10mmHg以上低下達成の場合
· 算出式：支払金額＝成果値（≦50人※）×46,240円
B) 収縮期血圧6mmHg以上低下達成の場合
· 算出式：支払金額＝成果値（≦150人※）×23,120円
※は支払にあたり、成果値の上限値を指す。

13 評価機関
介入による成果を測るにあたって、第三者評価機関を設置する。成果評価に必要なデータについては、民間事業者及び参加者から本町に集約し、それらデータに紐づく先行研究・統計データレビューを行った後、本業務にて収集したデータ検証・分析を行う。また、事業期間内において、災害や感染症、関連政策の変化等の発生により、民間事業者の介入によらない外部要因の影響が生じた際は、第三者評価機関から成果指標や成果値に対してどのような配慮が必要かについて助言を求めることとする。

14 成果評価方法
成果評価にあたっては、各成果指標に対して、介入前と介入後のタイミングでどの主体がどのようにデータを取得するのか、加えて、外部要因の排除方針を以下の通り取りまとめているが、詳細は受託者と協議の上決定する。


	#
	成果指標
	測定単位
	介入前
	介入後
	外部要因排除方針

	①
	プログラム完了数

	A）
	特定保健指導初回面談に繋げた人数
	人数
	介入リスト情報(本町)
	保健指導実施者リスト情報（本町）
	· ―

	B）
	高血圧重症化プログラム介入6か月期間後の継続者数
	人数
	参加者リスト（民間事業者）
	· コンテンツ提供中（3か月以内）にコンテンツ内容とは異なる要因である病気、けが等を理由とした離脱者が出た場合には、追加対象者の参加勧奨を行うことを可とする。

	②
	高血圧重症化プログラム参加者全員の歩行増加量
	歩数
	介入対象者のスマートフォンで収集される直近1か月の歩行量情報（対象者から民間事業者回収）
	介入対象者のスマートフォンで収集される介入終了後から直近3か月の歩行量情報（対象者から民間事業者回収）
	· 平均値を算出する際、プログラム途中離脱者（病気、けが、転籍等）を除外する。
· 歩行にあたり、温度や天候が著しく悪い場合（判断基準例：夏の場合、熱中症アラート発出状況を加味、冬の場合、積雪有無）、該当する日にちの歩行量を除いて平均値を算出予定。

	③
	血圧リスクの低減人数
	人数
	自身での直近1週間分の血圧測定結果の提出（対象者から民間事業者回収）
※バックアップとして、健診データの照会、サンプル測定を行うことがある（本町にて回収）
	· 血圧リスクの低減に至らずとも維持をしたことを成果としてみなすため、考慮値を設定予定。過年度の国保健診データを基に介入がなされなかった場合に、高血圧症状が悪化していたであろう人数割合を算出し、考慮値として設定。


以上
7

